
 

松山地方裁判所民事第２部 

平成２３年(ワ)第１２９１号、平成２４年(ワ)第４４１号、平成２５年(ワ)第５１６号、平成２６年（ワ）

第３２８号、平成３１年（ワ）第９３号、令和４年（ワ）第３８１号伊方原発運転差止請求事件 

原 告  須藤昭男 外 1504 名 

被 告  四国電力株式会社 

 

 

第 34回口頭弁論 資料 

 

2023年 5月 23日（火）  13：30 開廷 

 

12:00 原告集合（私たちで原告席の抽選） 

12:30 一般参加者集合 

12:45～13:00 裁判所による傍聴席抽選券の配布・〆切 

13:00 裁判所が傍聴者抽選結果を発表（予定） 

13:15 原告・弁護団・支援者で裁判所門前まで歩む 

13:30 開 廷  （閉廷時刻は定かに予測できないが 17 時ころかも） 

本日の法廷は、原告側・証人への尋問 

 証人は、上岡直見さん（環境経済学者・避難問題を証言） 

  
 
証人尋問について 

今回は、原告側の証人のため、最初に弁護団

から質問（主尋問という）。次に被告側弁護士か

ら質問（反対尋問という）、さらに再主尋問と再

反対尋問があり、その後に裁判官から質問（補

充尋問）する場合があります。 

 

休憩について 

主尋問と反対尋問の間に約 20 分間の休憩を

挟む見込みです。 

        

本日、報告集会は実施しません 

閉廷後、行進出発の地点にご集合下さい。 

超短時間の「しめくくり」をします。 

 
 

 

 

 

伊方原発運転差止訴訟原告団・伊方原発をとめる会 
 

2023年 8月までの日程 

◯5／28（日）13:30～ 

伊方原発をとめる会 

 第 13 回定期総会 

コムズ 大会議室 

記念講演 海渡雄一弁護士 

（脱原発弁護団全国連絡会共同代表） 

 

◯6／20（火）10:00～終日 

第 35 回口頭弁論 

原告側・証人 尋問 

松山地裁に原告 8:30 集合（見込） 

一般 9:00 集合（見込） 

 

◯8／22（火）10:00～終日 

第 36 回口頭弁論 

被告側・証人 尋問 



 

本日の原告側・証人 

上岡直見（かみおか・なおみ）さん 
 

 

 １９５３年生まれ。東京都中野区出身。早稲田大大学院修了後、エンジニアリング会社で

化学プラントの設計、安全性評価を担当した。２０００年から環境ＮＧＯで活動。東日本

大震災以降は災害時の避難問題を研究する。前・交通権学会長、法政大非常勤講師（環境

政策） 

 

 

【略歴】 
1977 年 早稲田大学大学院理工学研究科(修士課程)終了 

1977～2000 年 民間企業に勤務, 化学プラントの設計・安全性評価等に従事 

1992 年 技術士(化学部門)登録 

2000 年～2013 年 環境自治体会議環境政策研究所 主任研究員 

2013 年～ 環境経済研究所(技術士事務所)代表 

2002 年～2022 年 法政大学法学部非常勤講師「環境政策」「都市の環境問題」 

2003 年 立教大学非常勤講師「データで考える環境科学」 

2011 年～2012 年 國學院大學非常勤講師「環境経済学」 

 

【公的活動・委員等】 
2004 年 国立市「自転車の似合うまちづくり委員会」委員 

2005～2007 年 全国地球温暖化防止活動推進センター「主体間連携モデル事業審査等委員会」 

2005 年 国土交通省中国運輸局「環境負荷に配慮した瀬戸内海スローツーリズム創出検討委員

会」 

2006 年～2019 年 交通エコロジー・モビリティ財団「環境的に持続可能な交通(EST)普及推進

委員会」 

2007 年 荒川区「荒川区環境交通省エネルギー詳細ビジョン策定委員会委員」 

2014 年 5 月 20 日 参議院国土交通委員会参考人 

2014 年～2016 年 交通権学会会長 

2017 年 8 月～2022 年 9 月 新潟県「新潟県原子力災害時の避難方法に関する検証委員会」委

員 

2022 年 11 月 15 日 茨城県東海村原子力問題調査特別委員会参考人 

2023 年 4 月 4 日 衆議院国土交通委員会参考人 

 

【著書】 
『持続可能な交通へ─シナリオ・政策・運動』（緑風出版、2003 年）、 

『脱原発の市民戦略（共著）』（緑風出版、2012 年）、 

『原発避難計画の検証』（合同出版、2014 年）、 

『走る原発、エコカー─危ない水素社会』（コモンズ、2015 年）、 

『鉄道は誰のものか』（緑風出版、2016 年）、 

『JR に未来はあるか』（同、2017 年）、 

『自動運転の幻想』（同、2019 年） 

『原発避難はできるか』 

『新型コロナ禍の交通』（同、2020 年）など。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 


